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平成２３年度ＪＫＡ補助事業について（森の評価） 

 

１．補助方針 

（１）特色 

平成２３年度補助事業の補助方針策定にあたっては、平成２２年に行われた事業仕

分けの評価結果と、それを受けた産業構造審議会ワーキンググループの検討結果を踏

まえ、平成２２年度までの補助方針から大きく転換したものとなった。 

その特色として、高額・高補助率案件の抑制、自転車・モーターサイクル関連団体

への補助の見直し、長期にわたる継続事業の段階的な削減等があげられる。また、競

輪・オートレースにしかできない補助、国や地方公共団体、他の公営競技の収益金に

よる助成ではカバーできない分野の補助に特に注力することとした。 

 

（２）具体的な対象事業の変更点 

① 機械工業振興補助 

機械工業振興補助については、安全・安心、自転車・モーターサイクル、公設工業

試験研究所等を重点事業とするとともに、ものづくり支援、地域の中堅・中小機械

工業の振興、環境・医療・介護のそれぞれを一般事業とし、併せて、新規分野とし

て個別研究・若手研究の研究補助に支援することとした 

② 公益事業振興補助 

公益事業振興補助については、体育・スポーツ、医療・公衆衛生、文教・社会環

境、社会福祉という大枠は変わらないものの、自転車・モーターサイクル、国際交

流推進活動等の重点事業を明確化した。また、新たな分野としては、小中学校やＮ

ＰＯ法人が行う地域住民との交流活動等を、新世紀未来創造プロジェクトとして支

援することとした。 

http://ringring-keirin.jp/seikabutu/hyouka/h23_hyouka.html
http://ringring-keirin.jp/shinsei/shikata/yoryo/kikai/h23/H23kenkyu_yoko_11032100.pdf
http://ringring-keirin.jp/shinsei/shikata/yoryo/koueki/h23/mirai_boshu.pdf
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（３）補助方針の公示 

  平成２３年度補助方針は、平成２２年１１月５日に公示された。 

 

２．要望受付、審査及び補助金額の内定 

（１）要望受付 

平成２３年度補助方針に基づく補助金要望は、非常災害の援護及び地域振興を除き、

平成２２年１１月５日から１２月６日までの期間、要望受付を行った。 

機械工業振興補助の要望は 223 件、20.1 億円。公益事業振興補助の要望は 531 件、

55.2億円。合計で 754件 75.3億円の要望があった。 

補助方針を大きく転換させたことにより、機械工業振興補助の要望金額は前年度比

23.6％、公益事業振興補助の要望金額も前年度比 50.9％とそれぞれ大幅に減少した。 

 

（２）審査及び補助金額の内定 

これらの要望について、機械・公益それぞれの審査・評価委員会において審査を行

い、平成２３年４月１日付で、機械工業振興補助 177件 16.0億円、公益事業振興補助

423件 40.0億円、合計 600件 56.0億円の補助金内定を行った。要望件数・金額と比

較した採択率は、機械工業振興補助が件数 79.4％、金額 79.6％。公益事業振興補助が

件数 79.7％、金額 68.0％である。 

また、公益事業振興補助の中で、地域振興（東日本大震災復興支援）については、

平成２３年度中に２回の要望受付、計８回の内定を行った。要望額合計は 152 件 4.1

億円、内定額合計は 55件 1.4億円であった。 

 

 

 

http://ringring-keirin.jp/shinsei/shikata/koji/index_h23.html
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  表１ ＪＫＡ補助事業 要望・内定額の推移［単位：億円］ 

 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 

要望 内定 要望 内定 要望 内定 要望 内定 要望 内定 

 

 

 

 

 

 

 

補助事業

全体 

233.0 200.7 193.0 136.8 79.3 57.4 81.2 46.7 74.4 44.9 

機械工業振

興補助 

103.0 90.3 85.0 58.1 20.1 16.0 18.6 10.0 17.9 12.5 

公益事業振

興補助 

130.0 110.4 108.0 78.7 59.2 41.4 62.6 37.0 56.5 32.4 

  注．要望額には事業年度内に要望された非常災害の援護、地域振興（震災復興）を含む。したがっ

て、本文中の前年度における要望額とは一致しない。 

  

 グラフ１ ＪＫＡ補助事業内定額の推移［平成 22年度を 100%としたﾊﾟｰｾﾝﾃｰｼﾞ］ 
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３．補助事業の実施 

（１）補助事業の実施 

内定された補助事業について、平成２３年４月１日から５月３１日までの間補助金

交付申請を受け付け、審査の後、補助金交付を決定した。交付決定された補助事業に

ついては、計画変更により補助事業の実施期間を延長した一部の補助先を除き、平成

２４年３月３１日まで事業を実施した。 

事業の実施にあたっては、半期ごとに補助事業の状況報告を求めるとともに、事業

計画の変更申請があった場合には、変更理由の妥当性や当初計画との変更点等を審査

した上で承認手続きを行った。また、事業進捗に伴い、精算払いまたは分割払いの方

法により、補助金の支払いを行った。 

 

（２）補助金辞退、計画変更 

補助金が内定もしくは決定した後、事業計画の変更等の要因により、機械工業振興

補助で 11件 0.3億円、公益事業振興補助で 28件 2.3億円、合計 39件 2.6億円の補助

金辞退の申し出があった。 

事業計画変更の理由をみると、東日本大震災の影響により事業そのものを中止ある

いは自粛したことによるものが多かった。 

 

（３）補助事業の内容 

補助金を辞退した事業者を除き、実施した補助事業は、機械工業振興補助で166件、

公益事業振興補助で 450件となった。 

① 機械工業振興補助 

機械工業振興補助の内訳をみると、公設工業試験研究所等の機器整備事業が 42

件で、地域における中堅・中小機械工業の試験研究の基盤となった。 
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他に、安全・安心、自転車・モーターサイクル、国際競争力強化に資する標準化、

ものづくり基盤の整備、国際競争力の強化、環境にやさしい機械工業の進展等の切

り口から、機械工業振興を目的とするさまざまの取組みを支援した。 

 

② 公益事業振興補助 

公益事業振興補助の内訳をみると、社会福祉施設の建築 22件、福祉車両 177件、

福祉機器 20件、検診車 20件、更生保護施設 2件等の補助を行った。建物・機器・

車両等はそれぞれの計画に基づき整備され、医療・公衆衛生の向上や社会福祉の向

上に役立っている。 

また、体育・スポーツ、文教・社会環境その他の公益の増進に寄与する取組みに

ついても支援を行った。 

   

４．平成２３年度補助事業の評価 

（１－１）木の評価の実施 

① 評価の実施時期 

事業完了後２週間程度を目安に、補助事業者自らが行った。 

 

② 事前計画の作成 

補助事業の実施に先立ち、補助事業者に対して、事業の目的、事業内容、実施結

果と波及効果に関する目標の設定、事業成果と補助事業の広報、自己評価の体制

等について、それぞれ補助事業者において検討した上で、事前計画書を作成し提

出することを求めた。 

 

 



 

 ６ 
 

③ 自己評価書の提出 

事業完了時には、事前計画において策定した計画がどの程度実現できたかを検証

するため、自己評価書の提出を求めた。 

 

（１－２）木の評価のまとめ 

① ５段階評価の状況（評価対象８５９件：１つの事業を複数に分けて評価している

ケースがあり、件数は一致しない。） 

評価５[極めて高い] ９０件（10.5％） 

評価４[比較的高い]  ５４４件（63.3％） 

評価３[ほぼ問題ない]  ２１９件（25.5％） 

評価２[不十分] ６件（0.7％) 

評価１[極めて不十分] なし 

（詳細については「資料：平成 23年度ＪＫＡ補助事業 評価結果集計表（事業者

の自己評価）」を参照） 

 

（２－１）ＪＫＡ評価の実施 

① ＪＫＡ評価の実施時期 

平成 24年 4月から 9月末までの評価結果を踏まえ、ＪＫＡ評価の補正を平成 25

年 4月末まで行った。 

 

② ＪＫＡ評価の実施方法 

ＪＫＡでは、個々の補助事業完了後、事前計画書・自己評価書の内容をもとに、

事業の達成状況や広報状況を評価した。評価に際しては、評価軸をできる限り共

通のものとするようマニュアルを活用し、評価担当者の意識の統一を図った。 

http://ringring-keirin.jp/seikabutu/hyouka/h23/h23_hyouka_kekka_jigyo.pdf
http://ringring-keirin.jp/seikabutu/hyouka/h23/h23_hyouka_kekka_jigyo.pdf
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（２－２）ＪＫＡ評価の補正 

補助事業者による評価は事業完了直後の時点における評価であるため、完了後約

１年が経過した時点で、次のような事象を対象にして、評価の補正を行った。 

① 事業の達成状況について 

施設の整備や検診車、福祉車両等の導入の場合、供用されて間もないため、事前

計画において目標とした稼働率や利用者数が達成されず、低い評価結果となってい

た事業について、その後の利用状況を追跡し、達成状況の評価の補正を行った。 

 

② 広報・ＰＲ等の達成状況について 

事業成果の公表や補助事業のＰＲ等が十分に実施できず、低い評価結果となって

いた事業について、個別事業者ごとに事業成果の波及状況の追加説明（更新状況）

や広報・ＰＲの進捗状況を追跡し、積極的な取組み状況により良好であると判断さ

れた場合には、広報状況の評価の補正を行った。 

 

（２－３）ＪＫＡ評価のまとめ 

① ５段階評価の状況（評価対象８５９件：自己評価と同様に、件数は一致しない。） 

Ａ++[極めて高い]  １０１件（11.8％） 

Ａ+[比較的高い] ６１４件（71.5％） 

Ａ[概ね十分] １４０件（16.3％） 

Ｂ[一部未達成] ３件（0.3％） 

Ｃ[未達成] １件（0.1％） 

（詳細については「資料：平成 23 年度ＪＫＡ補助事業 評価結果集計表（ＪＫ

Ａ評価）」を参照） 

 

http://ringring-keirin.jp/seikabutu/hyouka/h23/h23_hyouka_kekka_jka.pdf
http://ringring-keirin.jp/seikabutu/hyouka/h23/h23_hyouka_kekka_jka.pdf
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② 目標の達成状況 

補助事業として概ね十分と評価される Ａ以上の評価が８５５件（99.5％）、高い

と評価されるＡ+以上の評価が７１５件（83.2％）であることから、ほとんどの事

業において事前に計画した目標が達成されたと評価することができる。 

また、Ｂ、Ｃ評価となった４件の事業は、いずれも研究補助の分野の事業であり、

事前の計画段階で策定した事業成果の公表内容が達成できなかったことによるも

のであった。 

 

（３）森の評価 

平成２３年度の補助事業については、一部に計画未達の事業があったものの、ほと

んどの事業が予定どおり実施された。事業者及びＪＫＡによる補助事業の評価結果、

後述する分野別評価の結果からみても、事前に計画した目標がほぼ達成されたという

ことができる。事業成果の公表や補助事業のＰＲも適切に行われており、同年度にお

ける補助事業は、事前にＪＫＡと補助事業者が策定した計画を達成したといえる。 

なお、機械・公益両分野の分野別評価の詳細については「資料：平成 23年度分野別

評価の詳細」を参照。 

 

５．分野別傾向と次年度の補助事業に向けた検討課題 

  平成２３年度の補助事業については事前に計画した目標がほぼ達成されたと評価でき

るが、まだＰＤＣＡサイクルの一巡目を迎えたにすぎないことから、平成２３年度に行

った変更が所期の目的を達したかどうかを見極めるにはなお時間を要する。 

  その意味で、新たに開始した補助メニューである研究補助や新世紀未来創造プロジェ

クト、また、新たに重点項目とした事業分野については、引続き支援を行うべきである

と考える。 

http://ringring-keirin.jp/seikabutu/hyouka/h23_hyouka_category.html
http://ringring-keirin.jp/seikabutu/hyouka/h23_hyouka_category.html
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  なお、競輪・オートレースの売上が依然として厳しく、補助事業予算への影響が避け

られないことは、平成２６年度補助方針策定にあたって十分に考慮しなければならない。 

  以上述べた観点から、平成２３年度補助事業の分野別傾向の概略と、平成２６年度補

助事業に向けての検討課題をまとめると以下のとおりである。 

 

 Ⅰ．機械工業振興補助事業 

    機械工業の振興については、重点事業と一般事業、研究補助についてそれぞれ補助

事業を実施した。 

 

 （１）重点事業 

重点事業は、① 安心・安全に資する取組みのうち、特に人命事故に関わるもの、

② 安心・安全に資する取組み、③ 自転車・モーターサイクル、④ 国際競争力強

化に資する標準化、⑤ 公設工業試験研究所等の設備拡充であり、合計で 65件 12億

3,400万円の補助が内定された。 

① 人命事故に関わる事業 

1件 500万円の事業を内定したが、その後辞退となった。機械工業において、人

命に関わる産業事故をなくすことは引続き大きな課題であり、安全対策の重要性は

変わらない。その意味でこの分野への支援を継続する必要があるものの、一方で、

これまでの要望件数・金額は低い水準にとどまっている。当該事業について広く理

解していただくことが重要である。 

 

② 安全・安心の分野 

7件 7,900万円の補助が行われた。機械工業においても安全・安心は重要なキー

ワードであり、今後も支援を継続することが必要である。 

http://ringring-keirin.jp/seikabutu/hyouka/h23/pdf/kikai/01_kikai_anzen.pdf
http://ringring-keirin.jp/seikabutu/hyouka/h23/pdf/kikai/01_kikai_anzen.pdf
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③ 自転車・モーターサイクルの分野 

4件 3,800万円の補助が内定されたが、1件が辞退となった。この分野は競輪・

オートレースと関係が深く、引続き支援すべき分野であるが、平成２４年度以降内

定に至る事業がないため、機械工業振興補助としてのニーズを調査する必要がある。 

 

④ 国際競争力強化に資する標準化の分野 

11件 3,500万円の補助が内定されたが、1件が辞退となった。グローバリゼーシ

ョンの世界的流れの中で、機械工業にも国際競争力強化が求められることは当然で

あり、引続き支援する必要がある。 

 

⑤ 公設工業試験研究所等の設備拡充の分野 

42 件 10 億 7,800 万円の補助が行われた。公設工業試験研究所等の基盤整備は、

本来、地方自治体が主体となって行うものであるが、ＪＫＡの補助があることによ

り、地方自治体側の機器整備が促進される例も少なくない。 

また、付加価値の向上、技術開発力・競争力の強化、産業人材の育成等を通じて

地域の中堅・中小機械工業の振興に直接結びつくものであり、目に見える形で機械

工業の振興に寄与することから、引続き支援することが必要である。 

   

 （２）一般事業 

一般事業は、機械工業振興に資する、① ものづくり支援、② 地域における中

堅・中小企業の振興、③ 環境、医療・介護の３つの分野に合計 24 件１億 6,900

万円の補助が内定された。 

一方で、一般事業の中には継続補助先も多く、事業内容にも調査研究事業や普及

啓発事業が少なくない。また、地域を対象とした事業においては、その成果をより

http://ringring-keirin.jp/seikabutu/hyouka/h23/pdf/kikai/02_kikai_jitensha.pdf
http://ringring-keirin.jp/seikabutu/hyouka/h23/pdf/kikai/03_kikai_kokusai.pdf
http://ringring-keirin.jp/seikabutu/hyouka/h23/pdf/kikai/04_kikai_kousetsu.pdf
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広い範囲にどのように波及させるかという課題がある。事業成果を研究発表や当該

地域内の取組みにとどめることなく、機械工業全体の振興に役立てていくことが重

要である。 

 

① ものづくり支援の分野 

14 件 9,600 万円の補助が行われた。この分野は、わが国のものづくりの基盤を

支える重要な要素であり、引続き支援することが必要である。 

 

② 地域における中堅・中小企業の振興 

6件 5,300万円の補助が行われた。この分野も同様にわが国機械工業の振興に不

可欠であり、ハード面については公設工業試験研究所等の設備拡充で対応している

ところであるが、地域における活性化対策等の事業についても引続き支援すること

が必要である。 

 

③ 環境及び医療・介護の分野 

4件 1,900万円の補助が行われた。循環型経済社会の実現は今日においてもその

重要性は高く、今後注目されている医療・介護の分野も含めて、引続き支援するこ

とが必要である。 

 

 （３）研究補助 

平成２３年度から、新たな補助メニューとして、個別研究、若手研究の研究補助

を開始し、合計で 88 件１億 9,900 万円の補助を内定した。この中で、８件の事業

については内定後に補助金の辞退があり、80件の事業が実施された。 

具体的な研究内容は、自転車・オートバイに関する技術開発やトレーニング方法

http://ringring-keirin.jp/seikabutu/hyouka/h23/pdf/kikai/05_kikai_monodukuri.pdf
http://ringring-keirin.jp/seikabutu/hyouka/h23/pdf/kikai/06_kikai_chuushoukigyou.pdf
http://ringring-keirin.jp/seikabutu/hyouka/h23/pdf/kikai/07_kikai_kankyou.pdf
http://ringring-keirin.jp/seikabutu/hyouka/h23/pdf/kikai/08_kikai_kenkyu_kobetsu.pdf
http://ringring-keirin.jp/seikabutu/hyouka/h23/pdf/kikai/09_kikai_kenkyu_wakate.pdf
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に関する研究、ロボットやソーラーカーに関する研究、新素材やバイオ技術、ナノ

技術に関する研究、解析方法や調査方法に関する研究等、多岐の分野にわたって研

究事業が行われた。 

この取組みは、研究者の自由な発想による先駆的、独創的な研究を支援すること

を目的としている。研究成果については、RING! RING!プロジェクト ホームページ

に記載した他、論文集の配布や国際会議での発表が行われた事例もある。これらの

成果はすぐに商品化につながるとは限らないものの、長期的な視野から機械工業の

振興に役立つと評価できる。 

今後とも、若手研究者・女性研究者をはじめ、文部科学省等の科学研究費補助が

受けにくい層に対する取組みを強化することが必要と考えるが、一方で、年齢等に

よる制限を設けることが適切かどうかについて、検討する必要がある。 

また、補助にあたってさまざまな文書の提出が必要であり、精算の際の必要書類

も多いことから、改善を望む声が多かった。補助金をより利用しやすいものとし、

研究により集中できる環境を整えるため、必要な事項については見直しを検討する。 

 

Ⅱ．公益事業振興補助事業 

（１－１）公益の増進 

公益の増進に資する事業は、重点事業と一般事業、新世紀未来創造プロジェクト

について、それぞれ補助を行った。 

 

（１－２）公益の増進（重点事業） 

重点事業については、① 自転車・モーターサイクル、② 文教・社会環境、③ 

国際交流の各分野について、合計 42件 12億 7,100万円の補助を内定した。 
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① 自転車・モーターサイクル 

16件 8億 300万円の補助を内定したが、東日本大震災の影響により 6件が辞

退となった。この分野は競輪・オートレースと直接つながるものであり、引続き

支援が必要である。ただし、大会等のイベントについては継続補助先が多く、事

業が固定化しがちな傾向がみられる。新たな参加者を取り込むため、新規性、創

造性の高い事業を考慮し、競輪・オートレースの活性化につなげることが重要で

ある。 

 

② 重点事業としての文教・社会環境分野 

「不登校・引きこもり支援」「地域社会における安全・安心」等が該当し、16

件 3億 8,900万円の補助を行った。この分野の重要性は今日においても同様であ

り、引続き支援する必要がある。また、更生保護施設の建築については、他の助

成団体が支援していない分野でもあり、補助財源の状況を踏まえ、今後の方向性

について検討する必要がある。 

 

③ 国際交流 

10件 7,900万円の補助を内定し、うち 2件が辞退となった。この分野では芸

術、文化等を含めた国際交流、国際化に対応した人材育成を目指しているが、実

際に行われた事業をみると、貿易・経済という切り口による国際交流が多くを占

める。公益補助としては当初の趣旨を踏まえる必要がある。 

 

（１－３）公益の増進（一般事業） 

一般事業については、① 体育・スポーツ、② 医療・公衆衛生、③ 文教・社

会環境の各分野について、合計 98件 11億 1,700万円の補助を内定した。 

http://ringring-keirin.jp/seikabutu/hyouka/h23/pdf/koueki/01_koueki_jitensha.pdf
http://ringring-keirin.jp/seikabutu/hyouka/h23/pdf/koueki/02_koueki_jyuten_bunkyo.pdf
http://ringring-keirin.jp/seikabutu/hyouka/h23/pdf/koueki/03_koueki_kokusai.pdf
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① 体育・スポーツ 

32件 4億 3,000万円を内定したが、4件が辞退となった。この分野は引続き

支援すべきであるが、他の助成団体との棲み分けの問題もあり、ＪＫＡ補助事業

として何を重点的に支援するのかを明確にすることが重要である。 

 

② 医療・公衆衛生 

32件 4億 1,900万円の補助を内定し、うち 3件が辞退となった。国民の検診

機会の確保、公衆衛生向上の観点から引続き支援すべき分野であるものの、特に

検診車事業については、遠隔地への対応、高齢者・障害者対応を行った事業者・

車両に配備することを検討する必要がある。 

 

③ 文教・社会環境 

34件 2億 6,700万円の補助を内定し、うち 1件が辞退となった。この分野は

学術、芸術、文化等きわめて範囲が広く、事業内容をよく見極めて支援すべきで

ある。また、ＪＫＡの補助がなければ実施することが難しい事業かどうか、営利

を目的としていないかどうか、事業内容を精査することも重要である。 

    

（１－４）新世紀未来創造プロジェクト 

公益分野における新たな補助メニューとして、平成２３年度から新世紀未来創造

プロジェクトを加えた。この事業は、小学生から高校生までの青少年の健全育成に

資する交流事業、研究活動を行うものであり、小中学校、高等学校、ＮＰＯ法人に

対し合計 17件 1,600万円の補助を内定した（うち 1件は内定後に辞退）。 

子ども達と地域に焦点を当てたこの分野の補助は、補助事業者に対するアンケー

ト結果からもその成果を読み取ることができる。 

http://ringring-keirin.jp/seikabutu/hyouka/h23/pdf/koueki/04_koueki_sports.pdf
http://ringring-keirin.jp/seikabutu/hyouka/h23/pdf/koueki/05_koueki_iryou.pdf
http://ringring-keirin.jp/seikabutu/hyouka/h23/pdf/koueki/06_koueki_ippan_bunkyo.pdf
http://ringring-keirin.jp/seikabutu/hyouka/h23/pdf/koueki/07_koueki_shinseiki.pdf
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今後とも、地域社会の基盤づくりと子ども達の健全育成に役立てていくため、補

助事業として定着させることが重要であり、より利用しやすい制度とすることを含

めて改善策を検討する。 

 

（２）社会福祉の増進 

社会福祉の増進は、① 児童、② 高齢者、③ 障害者、④ その他の社会福祉

事業のそれぞれについて、合計で 266件 13億 4,800万円の補助を内定した。 

 

① 児童福祉事業 

6件 1億 2,000万円の補助を内定し、うち 1件が辞退となった。「虐待からこ

どもを守る」事業については、喫緊かつ重要な問題であることは変わらないため、

引続き支援する必要がある。一方で、従来型の児童館等の要望が年々減少してい

る。児童福祉施設の建築補助については、地域における状況や事業内容を精査し、

検討することが必要である。 

 

② 高齢者福祉事業 

8件 5,500万円の補助を内定し、うち 1件が辞退となった。介護保険により高

齢者福祉をめぐる環境が変化している一方で、独居高齢者対策や認知症予防等の

新たな問題が注目されている。引続き支援することが必要な分野である。 

 

③ 障害者福祉事業 

32件 4億 9,900万円の補助を内定し、うち 2件が辞退となった。国や地方公

共団体、他の助成団体による助成はあるものの、地域によっては施設が十分でな

いところも少なくなく、引続き支援を行うべき分野である。 

http://ringring-keirin.jp/seikabutu/hyouka/h23/pdf/koueki/08_koueki_jidou.pdf
http://ringring-keirin.jp/seikabutu/hyouka/h23/pdf/koueki/09_koueki_koureisha.pdf
http://ringring-keirin.jp/seikabutu/hyouka/h23/pdf/koueki/10_koueki_shougaisha.pdf
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障害者の支援については、行政の方向性として地域社会との共存が強調され

ており、その基盤としてのケアホームやグループホームへのニーズが大きい。こ

れらの施設を整備することで、障害者の自立や保護者と地域との連携を側面から

援護するとともに、就業に向けた技能・技術の習得を支援し、障害者の社会参加

を促進していくことは非常に意義のある事業であり、支援を続けていく必要があ

る。 

     

④ その他の社会福祉事業 

220件 6億 7,400万円の補助を内定し、うち 5件が辞退となった。福祉車両を

はじめとしてニーズの大きい分野であり、引続き支援する必要がある。児童・高

齢者・障害者の区分け以外の福祉事業も少なくないことから、事業内容を精査し、

社会福祉の増進に向けて効果の大きい事業に対して補助を行っていくことが必要

である。 

 

（３）非常災害の援護事業 

非常災害の援護事業については、平成２３年度予算で東日本大震災に対応した日

本赤十字社への補助を行った。 

災害発生の時期・場所が事前に特定できないことから、この分野については、こ

れまで非常災害用援護物資（毛布、非常食等）の備蓄事業を中心に補助を行ってき

た。この事業は、非常災害時に日本赤十字社のネットワークにより、被災地にいち

早く援護物資が届けられることから、補助効果も大きかった。 

一方で、東日本大震災以降、非常災害時の対応について国民の関心が高まってい

る。万一、災害が起こった際にＪＫＡとしてどのような手段・方法で支援すること

が可能か、非常災害の援護事業についての考え方を整理する必要がある。 

http://ringring-keirin.jp/seikabutu/hyouka/h23/pdf/koueki/11_koueki_sharyou.pdf
http://ringring-keirin.jp/seikabutu/hyouka/h23/pdf/koueki/15_koueki_saigai.pdf
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（４）地域振興補助 

平成２３年度まで市民参加型イベント等の事業を補助していた地域振興補助に

ついては、平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災の復興支援事業を対象と

して、55件 1億 4,400万円の補助を内定し、うち 2件が辞退となった。 

実施した事業は、地域における拠点づくり、被災した子ども達の心のケア、被災

者相互間の情報共有・ネットワーク化、新たなコミュニティの構築等、被災した地

域の再生・活性化のための事業等である。 

復興支援は短期間で成果が上がるものではなく、息の長い支援が必要とされるが、

平成２６年３月で震災から３年を経過することも踏まえ、今後の震災復興補助のあ

り方を検討する必要がある。 

 

以    上 

http://ringring-keirin.jp/seikabutu/hyouka/h23/pdf/koueki/16_koueki_shinsai.pdf

